
 

 

 

  



 

 

 

目次 
１．事業概要 ....................................................................... 1 

（１）事業の現況 ................................................................. 1 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 ............................................. 6 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 ........................................... 7 

２．将来の事業環境 ................................................................. 9 

（１）給水人口の予測 ............................................................. 9 

（２）水需要（有収水量）の予測 .................................................. 10 

（３）料金収入の見通し .......................................................... 12 

（４）施設の見通し .............................................................. 14 

（５）組織の見通し .............................................................. 19 

３．経営の基本方針 ................................................................ 20 

４．投資・財政計画（収支計画） .................................................... 21 

（１）投資・財政計画（収支計画） ................................................ 21 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 .......................... 23 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 ........ 26 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 ........................................ 28 



1 

 

１．事業概要 

（１）事業の現況 

① 給 水 

◆ 水道事業 

供 用 開 始 

年 月 日 
昭和 44年 9月 1日 計 画 給 水 人 口 13,650人 

法 適 （ 全 部 

・財 務） ・ 非適 

の 区 分 

法適用（全部適用） 
現 在 給 水 人 口 7,171人 

有 収 水 量 密 度 0.75千㎥／ha 

平成 31年 3月 31日現在 

◆ 簡易水道事業 

供 用 開 始 

年 月 日 
昭和 34年 7月 1日 計 画 給 水 人 口 13,650人 

法 適 （ 全 部 

・財 務） ・ 非適 

の 区 分 

法非適用 

（令和 2年 4月 1日に

水道事業に統合し、地

方公営企業法を適用し

ます。） 

現 在 給 水 人 口 5,520人 

有 収 水 量 密 度 0.42千㎥／ha 

平成 31年 3月 31日現在 

 

本町の水道事業は昭和 33年に簡易水道事業として計画給水人口 1,500人、計画給水量 225㎥

/日で供用開始し、堺地区、埴田地区、芝地区の一部へ給水を行っていましたが、その後、生活

様式の近代化及び工場用水の需要により、昭和 44 年に旧南部町において計画給水人口 15,000

人、計画給水量 4,400㎥/日で水道事業として供用を開始しました。その後も、幾度かの認可変

更を経て、現在は、堺、埴田、芝、東吉田、北道、南道、気佐藤、山内、東岩代、西岩代、印南

町（橋ヶ谷）地区を給水地域とし、計画給水人口は 9,100人、計画給水量は 5,625㎥/日で運営

しています。 

簡易水道事業については、上南部簡易水道、高城簡易水道、清川簡易水道、および高野簡易水

道の４つの簡易水道給水区域で、それぞれ簡易水道事業を行ってきました。 

上南部簡易水道事業は、昭和 34年 4月 1日に供用開始し、その後、数回の認可変更を行い、

現在は、谷口、筋、徳蔵、熊岡、晩稲、東本庄、西本庄、熊瀬川地区を給水区域とし、計画給水

人口 4,700人、計画給水量 3,000㎥/日で運営しています。 
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高城簡易水道事業は、昭和 41年 4月 1日に供用開始し、その後、数回の認可変更を行いまし

た。現在、給水区域は滝、高野（下高野、段、下代垣内、柿垣内）、土井、市井川、広野、島之

瀬、東神野川地区、計画給水人口は 1,200人、計画給水量は 468㎥/日で運営しています。 

清川簡易水道事業は、昭和 31年 4月 1日に供用開始し、清川地区に給水しています。供用開

始後、認可変更を行い、現在は計画給水人口 920人、計画給水量 497㎥/日で運営しています。 

高野簡易水道事業は、昭和 60年 4月 1日に供用開始し、高野（芝垣内、大串、氷川、出合）

地区に給水しています。現在、計画給水人口 140人、計画給水量 28㎥/日で運営しています。 

本町は平成 27年度から令和元年度にかけて簡易水道再編推進事業を実施し、施設設備や管路

の耐震化を伴う施設再編事業を行いました。また、4つの簡易水道事業を水道事業に統合し、み

なべ町内の水道事業をひとつにする事業認可申請を行っており、令和 2 年 4 月 1 日に経営統合

します。 

 

（図表 1-1 みなべ町水道事業給水区域図） 

 

  

上水道給水区域 

簡易水道給水区域 
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② 施 設 

◆ 水道事業 

水 源 
☐表流水 ☐ダム ☐伏流水 ☒地下水 ☐受水 ☐その他  

（複数選択可） 

施 設 数 
浄水場設置数 1 

管 路 延 長 88.24㎞ 
配水池設置数 4 

施 設 能 力 7,123㎥／日 施 設 利 用 率 51.21％ 

平成 31年 3月 31日現在 

 

◆ 簡易水道事業 

水 源 
☒表流水 ☐ダム ☐伏流水 ☒地下水 ☐受水 ☐その他  

（複数選択可） 

施 設 数 
浄水場設置数 6 

管 路 延 長 104.63㎞ 
配水池設置数 11 

施 設 能 力 7,123㎥／日 施 設 利 用 率 26.74％ 

平成 31年 3月 31日現在 

 

〖上水道〗 

本町の上水道の水源は地下水です。これまで第 1 水源地、第 2 水源地の 2 箇所の水源地から

取水を行ってきましたが、水源地の取水井の水位低下が進行したため、既設水源地の補助を目的

として、第 3水源地の建設を平成 29年度に実施しました。各水源地の水は導水管で送られ、み

なべ浄水場で浄水処理します。浄水処理した水は送水管で東部配水池から西部配水池に送られ

いったん貯蔵し、配水池から配水管を通って、各家庭に届けられます。 

 

〖簡易水道〗 

簡易水道については、谷口・西本庄・市井川・東神野川・滝・清川・高野の各水源を確保して

います。 

上南部地区簡易水道は、谷口水源地と西本庄水源地から取水し、谷口浄水場と西本庄浄水場で

それぞれ浄水処理します。浄水場で作られた水は、晩稲配水池、西本庄配水池、根笹配水池、熊

瀬川配水池に送られ、そこから各家庭に配水されます。 

高城地区簡易水道は、市井川水源地、東神野川水源地、滝水源地から取水し、市井川浄水場、

東神野川浄水場及び、滝浄水場でそれぞれ浄水処理しています。市井川浄水場で作られた水は、

市井川高区配水池および市井川低区配水池に一旦貯蔵され、各家庭に送られます。また、東神野
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川浄水場で作られた水は、東神野川配水池に一旦貯蔵されて各家庭に配水されます。滝浄水場は、

平成 9年度に急速ろ過施設を設置し、主に『ときわ寮梅の里老人施設』へ水を供給しています。 

清川地区簡易水道は、清川水源地から取水し、清川浄水場で浄水処理しています。浄水処理さ

れた水は、軽井川配水池、名の内第 1配水池、名の内第 2配水池に送られ、各家庭に配水されま

す。 

高野簡易水道は、高野水源地から取水し、高野浄水場で浄水処理しています。浄水処理された

水は、高野配水池に送られ、その後、各家庭に届けられます。 

 

③ 料 金 

料 金 体 系 の 

概 要 ・ 考 え 方 

本町の水道料金は、基本料金と超過料金からなり、口径別に金額を設

定しています。基本料金は、使用水量にかかわらず一定額を徴収するも

ので、超過料金は、使用水量に応じた額を加算するものです。また、メー

ター使用料もあわせて徴収しています。口径が大きくなればなるほど料

金も上がっていくような料金体系となっています。 

この料金体系は、口径が比較的小さい生活用水の需要者の負担を軽減

する政策的観点から導入しています。 

水道料金の設定にあたっては、「公正妥当なものでなければならず、

かつ、能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業

の健全な運営を確保することができるものでなければならない」（地方

公営企業法第 21条第 2項）とされています。本町は、この、料金のあり

方についての基本原則に従い、持続可能な水道経営をめざして適正な水

道料金水準を定める方針としています。 

料金改定年月日 

（消費税のみの 

改定は含まない） 

平成 25年 5月 1日 

用途別から口径別へ料金体系を変更し、上水道、簡易水道とも同一料金

となりました。 
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（図表 1-2 水道料金表（消費税 10％税込）） 

※ 令和元年 10月より消費税率が８％から 10％に引き上げられたことに伴い、水道料金も 11月・12月使用分から増税

分を増額しました。 

※ 料金は２ヶ月につき、次の表により算定した基本料金と超過料金及びメーター使用料の合計額です。 

区 分 
基 本 料 金 

（ 2 か 月 分 ） 

超 過 料 金 

（ 1 ㎥ に つ き ） 

メ ー タ ー 使 用 料 

（１個につき、２か月分） 

13mm 20㎥まで  1,507円 88円 132円 

20mm 40㎥まで  3,850円 110円 220円 

25mm 40㎥まで  3,850円 110円 330円 

40mm 40㎥まで  3,850円 231円 660円 

50mm 40㎥まで  3,850円 231円 1,540円 

75mm 40㎥まで  3,850円 231円 2,200円 

100㎜ 40㎥まで  6,160円 
4,000㎥まで 176円 

4,001㎥から 275円 
6,600円 

 

④ 組 織 

本町の水道事業および簡易水道事業は生活環境課が所管しており、生活環境課には業務係と

工務係を置いています。生活環境課は水道に関すること以外に、下水道やごみなどの生活環境衛

生に関することも行っており、在籍する職員で複数事業を兼務しながら、効率的に職務を遂行し

ています。 

令和 2 年 1 月 1 日現在、生活環境課の職員のうち水道事業に所属する職員数は 4 名、簡易水

道事業に所属する職員数は 2名です。 

（図表 1-3 生活環境課 組織図および事務分掌）  

工務係 

業務係 生活環境課 
・予算、決算及び計理に関すること 

・契約に関すること 

・水道料金の徴収に関すること 

など 

・水道施設の総合計画に関すること 

・新設水道工事の設計及び施工監督に関

すること 

・水道工作物の維持管理に関すること 

・水質検査に関すること   など 
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また、年齢構成については、次の図の通りです。 

（図表 1-4 生活環境課※ 年齢構成） 

※うち、水道事業および簡易水道事業所属職員について 

 

 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 

本町の水道事業および簡易水道事業では、これまで民間委託の推進、漏水対策など、様々な経

営健全化の取組を行って参りました。 

 

►民間委託の推進 

業務の効率化、コストの削減を図るため、従来から水質検査業務、水道メーター検針業務など、

一部業務を民間に委託しています。 

 

►漏水対策 

漏水箇所を早期に発見し、配水管や給水管の修繕を行うことにより、漏水によって生じる損失

を最小限に防ぐため、定期的に漏水調査業務を実施しています。 

 

►簡易水道再編推進事業 

平成 27年度から令和元年度にかけて、簡易水道再編推進事業を実施しました。簡易水道につ

いては、水源・浄水場系統に問題があり維持管理性の向上が必要な施設もあったため、簡易水道

の統合・再編を行うことにより、水量的余力を活用できるようになりました。 

  

0 1 2

21～30歳

31～40歳

41～50歳

51～60歳

61歳～

（人）
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►アセットマネジメントの実施 

平成 28年度に、統合を見据えて簡易水道分を含めたアセットマネジメントを実施しました。

アセットマネジメントにおいて、水源施設、浄水施設、配水池施設、送水施設および管路の資産

状況を整理評価し、中長期の更新需要と財政見通しの検討を行いました。今後、更新計画を推進

する際には、アセットマネジメントの結果を活用し、重要度、緊急度の高い施設設備や管路から

優先的に工事を行い、ライフサイクルコストの低減が可能となるような最適な事業実施計画の

策定に繋げていきます。 

 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

水道事業および簡易水道事業の経営状況について、過去 5 年間の趨勢分析及び類似団体との

比較分析は、別紙「経営比較分析表（平成 30年度決算）」のとおりです。 

 

◆ 水道事業 

経常収支比率、料金回収率ともに 100％を上回って推移しており、流動比率や企業債残高

対給水収益比率も安全水準にあることから、現時点では損益的にも資金的にも経営の健全

性は高いと言えます。 

一方で、施設利用率や有収率が類似団体の平均値を上回るものの年々減少傾向にあるこ

とから、経営の効率性については改善の余地があります。施設利用率については、約 5割程

度の利用率となっていますので、施設の予備的な余裕分を考えても利用率が低いと考えら

れます。施設の更新を検討する際には、将来の水需要も勘案して適正な規模の施設となるよ

うダウンサイジングやスペックダウンを検討する必要があります。有収率の低下について

は、管路経年化率が 6 割を超えていることからもわかる通り、管路の老朽化が原因となっ

ていることが考えられるため、重要度・緊急度が高い管路から優先順位をつけて計画的に更

新していくことが必要です。 

 

◆ 簡易水道事業 

収益的収支比率は 100％を上回っており、料金回収率も 100％前後で推移し、企業債残高

対給水収益比率も他の類似団体に比べて低い水準にあることから、損益的にも資金的にも

経営の健全性は高いと言えます。ただし、平成 27年度以降に実施した簡易水道再編推進事
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業のために起債を行ったため、企業債残高が増加し、元利償還金の負担も大きくなることか

らこれらの指標は悪化していくことが予想されます。 

有収率は比較的高いものの、施設利用率が類似団体に比べて非常に低い水準となってい

ます。これは、営農用の使用水量が当初計画見込みより減少してきたことが主な要因と考え

られます。今後は、上水道と同様に、将来の水需要を勘案して、ダウンサイジングやスペッ

クダウンを含めた検討が必要です。 
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２．将来の事業環境 

（１）給水人口の予測 

全国的に人口減少が見られる中、本町も同じように少子高齢化による人口減少が進んでおり、

今後も引き続きこの傾向が続くことが予想されています。本経営戦略において、将来人口予測は

平成 27年 10月に策定した「みなべ町人口ビジョン」のみなべ町目標値に、実績値による補正を

加えて算出しました。 

給水人口については、平成 30年度末時点の人口普及率が上水道、簡易水道をあわせて 99.7％

であり、すでに十分普及しているため、将来の人口普及率は変わらないと仮定して、町の将来人

口に平成 30年度末の人口普及率を乗じて算定しました。 

（図表 2-1 給水人口の予測 － 上水道） 

 

（図表 2-2 給水人口の予測 － 簡易水道） 
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（図表 2-3 給水人口の予測 － 合算） 

 

将来の給水人口は、町の人口減少に伴って、緩やかに減少していくことが予想されます。 

 

 

（２）水需要（有収水量）の予測 

料金収入算定の基本となる水需要（有収水量）は、使用用途別に家庭用、工場用およびその他

の有収水量を合計して算出しました。 

家庭用の有収水量は、給水人口に概ね比例するものと考えられるため、平成 30年度の実績値

に給水人口の増減率を乗じて算定しました。家庭用の有収水量は給水人口が減少するため減少

傾向で推移するものと予測されます。 

工場用及びその他の有収水量については、これまでほぼ一定で推移しているため、今後もこの

傾向が変わらないものと仮定し、平成 30年度実績値を横置きしました。 

なお、簡易水道については、使用用途のほとんどが家庭用であるため、家庭用、工場用および

その他には区分せず、すべて家庭用として有収水量を予測しました。 
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（図表 2-4 有収水量の予測 － 上水道） 

 

（図表 2-5 有収水量の予測 － 簡易水道） 

  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

家庭用

（推計）（実績）

（千㎥）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

家庭用 工場用 その他

（推計）（実績）

（千㎥）

計 画 期 間

計 画 期 間 



12 

 

（図表 2-6 有収水量の予測 － 合算） 

 

 

（３）料金収入の見通し 

料金収入の見通しは、用途別の有収水量の推計値に、供給単価を乗じて算出しました。供給単

価は、料金改定を行わず、現行料金体系を維持すると仮定して、平成 26年度から平成 30年度の

実績値の平均を採用しました。 

 

（図表 2-7 料金収入の見通し － 上水道）  
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（図表 2-8 料金収入の見通し － 簡易水道 ※） 

 

（図表 2-9 料金収入の見通し － 合算 ※） 

 

※ 簡易水道は令和元年度までは法非適用事業であったため、決算額は税込金額ですが、グラフの平成 26

年度～平成 30年度の料金収入は税抜額を示しています。 
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（４）施設の見通し 

浄水施設 

 

イ) みなべ浄水場（上水道） 

昭和 44年度に急速ろ過装置を建設していることから、耐用年数を考慮すると改築更新時期が

近づいています。このため、令和 4年度から令和 10年度にかけて更新工事を計画しています。 

 

ロ) 谷口浄水場（上南部簡易水道） 

平成 20年度にクリプトスポリジウム対策として、急速ろ過機を 3基設置しており、現在も良

好に稼働しています。 

 

ハ) 西本庄浄水場（上南部簡易水道） 

平成 19年度にクリプトスポリジウム対策として、急速ろ過機を 2基設置しており、現在も良

好に稼働しています。 

 

ニ) 市井川浄水場（高城地区簡易水道） 

平成 16年度にそれまでの緩速ろ過池 3池を老朽化のため廃止し、急速ろ過設備 2基に変更し

ました。現在、良好に稼働していますが、急激な降雨時の濁度対策が課題となっています。 

 

ホ) 東神野川浄水場（高城地区簡易水道） 

昭和 63年に緩速ろ過方式にて 3池が設置されており、30年以上経過していますが現在のとこ

ろ良好に稼働しています。 

 

ヘ) 滝浄水場（高城地区簡易水道） 

平成 9年度に急速ろ過施設を設置し、主に『ときわ寮梅の里老人施設』への供給を行っていま

すが、急激な降雨による高濁度で満足な供給ができていないのが現状です。他の配水系統からの

水融通を検討することも含めた早急な濁度対策が必要です。 

 

ト) 高野浄水場（高野簡易水道） 

緩速ろ過方式で現在は良好に稼働しています。昭和 59年創設で 35年ほど経過していますが、

構築物で若干の老朽化が見られる程度です。受益戸数が 30戸程度の小さい簡易水道施設である

ことから、今後は他系統からの水融通を検討する必要があります。 
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チ) 清川浄水場（清川簡易水道） 

平成 5年に認可を取得し、平成 10年頃までの間に施設を整備しています。ろ過方式は緩速ろ

過方式で安定した水量・水質を確保しています。今後は水量の余力を検討し、他系統への水供給

を検討する必要があります。 

 

配水池施設 

 

イ) 東部配水池（上水道） 

昭和 45 年に 1,500 ㎥の配水池 1 池を整備しました。建設から 40 年ほど経過し老朽化が進行

したため、平成 22年度～23年度にかけて 1,250㎥×2池の増改築工事を行い、現在供用中です。 

 

ロ) 西部配水池（上水道） 

昭和 46年に 1池目 400㎥（西部 No.1）を整備し、平成 6年にロイヤルホテルの建設により 2

池目の 400㎥（西部 No.2）を増設しました。西部 No.1配水池については建設から 50年近く経

過していることから更新時期を迎えています。 

 

ハ) 晩稲配水池（上南部簡易水道） 

昭和 63 年に建設され 30 年以上が経過しています。建設当時より流量感知式の緊急遮断弁が

設置されています。施設については良好に稼働していますが、数戸の標高の高い家屋へ給水する

ために、配水池がそれより高い位置に設置されているため、それらの家屋以外へは減圧して給水

しています。 

今後の検討課題として、更新に際しては標高の低い位置に移設し、動力費の削減を考慮する必

要があります。 

 

ニ) 西本庄配水池（上南部簡易水道） 

昭和 56年に建設され、40年近くが経過しており、配水池の壁面には劣化箇所が多くみられま

すが、稼働状況は良好です。 

今後の課題として、更新に際しては、晩稲配水池の位置付けとともに、合理的な送配水システ

ムを構築する必要があります。 

 

ホ) 根笹配水池（上南部簡易水道、本庄水系） 

昭和 60 年に建設され現在で 30 年以上が経過していますが、躯体の壁面には特にひび割れ等

は見られず、良好に稼働しています。 

一部、田辺市の住民に水供給を行っています。  
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ヘ) 熊瀬川配水池（上南部簡易水道、本庄水系） 

平成 2 年に建設され、30 年近く経過しています。躯体には若干の不等沈下と漏水跡が見られ

ますが、致命的なものでは無く、良好に稼働しています。 

 

ト) 市井川高区配水池（高城地区簡易水道） 

市井川浄水場内に設置されており、平成 15年に旧緩速ろ過池跡に建設された FRP製（繊維強

化プラスチック製）の配水池 2池で、現在のところ良好に稼働しています。 

今後の課題としては、急激な降雨による濁度対策として配水池の増設を検討する必要があり

ます。 

 

チ) 市井川低区配水池（高城地区簡易水道） 

昭和 54年に建設され、40年以上が経過しています。躯体にはひび割れ等も見られ、施設内の

機器類にも損傷が見られます。改築更新に際しては山間部の簡易水道の統合を視野に入れた施

設整備を検討する必要があります。 

 

リ) 東神野川配水池（高城地区簡易水道） 

浄水場内の管理棟の下に設置されています。昭和 61年に建設され、30年以上が経過していま

すが、一部躯体にモルタルの剥落が見られる程度で、現在良好に稼働しています。 

 

ヌ) 高野配水池（高野簡易水道） 

浄水場内の管理棟の下に設置されています。昭和 59年に建設され、30年以上が経過していま

すが、良好に稼働しています。 

今後の課題として、30 戸程度の小さい簡易水道であるため、維持管理性の向上を図り、他系

統からの水融通の検討が必要です。 

 

ル) 軽井川配水池（清川簡易水道） 

平成 7年に建設され、20年以上が経過しています。現在、特に問題なく稼働しています。 

 

ヲ) 名の内第 1配水池（清川簡易水道） 

平成 8年に建設され、20年以上が経過しています。現在、特に問題なく稼働しています。 

 

ワ) 名の内第 2配水池（清川簡易水道） 

平成 9年に建設され、20年以上が経過しています。現在、特に問題なく稼働しています。 
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送水施設（中継施設） 

 

イ) 山内中継ポンプ所（上水道） 

昭和 46年に建設され、50年近くが経過しています。急な丘の上に設置され、管理棟の下に受

水槽があります。ホテルの需要量の増加に伴い平成 14年にポンプの規格を当初より大きなもの

に取り換え、また、平成 16年には屋外型の自家発電設備を設置しています。 

 

ロ) 岩代加圧ポンプ所（上水道） 

平成 6年に設置され、比較的新しいため老朽化には至っていませんが、適切な維持管理に努め

ることが必要です。 

 

ハ) 晩稲中継ポンプ所（上南部簡易水道、谷口水系） 

平成元年に建設され、30 年以上が経過しています。管理棟があり地下に受水槽があります。

管理棟内には中継ポンプが 2台と加圧ポンプ盤、計器盤が設置され、送水量は 90㎥/時（日換算

2,160㎥/日）程度です。課題としては動力費の低減を検討する必要があります。 

 

ニ) 受領中継ポンプ所（上南部簡易水道、本庄水系） 

昭和 60年に建設され、30年以上が経過していますが特段の問題なく稼働しています。管理棟

内には陸上ポンプ 2 台、中継ポンプ盤、計装テレメーター盤が設置され、管理棟の下に受水槽

9.5㎥×1池があります。今後も維持管理に注意しながら施設の有効活用を図っていきます。 

 

ホ) 玉第 1加圧ポンプ所（上南部簡易水道、本庄水系） 

平成 2年に建設され、30年が経過しています。管理棟内には FRP製受水槽、送水ポンプ 2台、

圧力タンクがあり、熊瀬川中継ポンプ所までは送配兼用となっています。課題として、停電など

の影響を考慮した給水の安定性を確保する必要があります。 

 

ヘ) 熊瀬川中継ポンプ所（上南部簡易水道、本庄水系） 

平成 2 年に建設され、30 年が経過しています。管理棟と地下に受水槽が設置してあり、管理

棟内には陸上ポンプ 2基、送水ポンプ盤、計装盤、積算流量計等が設置されています。熊瀬川配

水池までは一部送配兼用となっています。課題としては、停電などの影響を考慮した給水の安定

性を確保する必要があります。 
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ト) 熊瀬川第 2加圧ポンプ所（上南部簡易水道、本庄水系） 

平成 2 年に建設され、30 年が経過しています。管理棟内には受水槽、送水ポンプ、圧力タン

ク等があり、良好に稼働しています。課題として、停電時の給水の安定性を確保する必要があり

ます。 

 

チ) 木ノ川加圧ポンプ所（清川簡易水道） 

平成 8 年に建設され、20 年以上が経過しています。加圧ポンプは受水槽のないラインポンプ

が 2台で、インバーター制御等があります。現在、良好に稼働しており、今後も十分な維持管理

に努めます。 

 

リ) 軽井川加圧ポンプ所（清川簡易水道） 

平成 8 年に建設され、20 年以上が経過しています。現在、良好に稼働しており、今後も十分

な維持管理に努めます。 

 

ヌ) 大橋中継ポンプ所（清川簡易水道） 

平成 8 年に建設され、20 年以上が経過しています。現在、良好に稼働しており、今後も十分

な維持管理に努めます。 

 

ル) 名の内中継ポンプ所（清川簡易水道） 

平成 9 年に建設され、20 年以上が経過しています。木ノ川加圧ポンプ所と同タイプですが、

インバーター制御はありません。現在、良好に稼働しており、今後も十分な維持管理に努めます。 

 

管路 

 

管路については、老朽化した水道管から耐震性を有した水道管への入替工事を計画的に進め

ています。 

供用開始が、昭和 30年代であるため、同時期に布設された管路は 60年ほど経過しています。

管路の法定耐用年数は 40年（総務省 地方公営企業法施行規則）であり、平成 30年度末現在で

法定耐用年数を経過している管路は約 55㎞（全体の約 3割）です。 

今後も耐用年数を超える管路が増加することから、重要度や緊急度などを考慮しながら、計画

的な更新を行うことが必要となります。 
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（５）組織の見通し 

将来の職員数については、現状の人数を維持していく予定です。 

今後は、技術系職員の異動の可能性があることや、定年を控えていることなどから、知識や技

術の継承が課題となります。 
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３．経営の基本方針 

近年、水道を取り巻く環境は、人口減少や節水意識の向上などにより水需要が減少する一方で、

水道施設の経年化や老朽化、耐震化への対応の必要性が増大するなど大きく変化しています。 

本町の水道事業も住民の生活において欠かすことのできない水道水の安定供給をめざし、水

道施設の良好な維持管理および健全な運用を行うとともに、施設の更新や災害対策を計画的に

行う必要があります。 

本町では次の基本方針に基づき事業経営に取り組みます。 

 

1. 安全な水、安心な水の供給確保 

…すべての町民が安心しておいしく飲める安全な水道水の供給をめざします 

 

2. 災害時でも供給できる安定性の向上 

…災害時でも安定的に水供給を行います 

 

3. 顧客サービスの向上と経営基盤の強化 

…経営の効率性を高め、経営基盤を強化し、顧客サービスの向上と持続可能な水道

をめざします 
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

別紙「投資・財政計画（収支計画）」のとおりです。 

 

(ア) 収益的収支 

収益的収入は主に料金収入、手数料、他会計補助金及び長期前受金戻入です。収益的支出は主

に職員給与費、動力費や委託料などの維持管理費および減価償却費、支払利息です。 

上水道は、収益的収入については料金収入や長期前受金戻入の減少により逓減します。一方、

収益的支出は減価償却費や支払利息が減少していくものの、職員給与費や経費は増加傾向にあ

るため、全体としては増加傾向にあります。このため、経常収支比率は 120％を超えるものの徐々

に下がっていく見通しとなりました。（図表 4-1） 

 

（図表 4-1 経常収支の見通し － 上水道） 

 

簡易水道については、収益的収入は料金収入や長期前受金戻入の減少により逓減します。収益

的支出は職員給与費や経費は増加傾向であるものの、減価償却費や支払利息がそれ以上に減少

していくため逓減します。収益的収入が収益的支出を下回るため、当期純利益は継続的に赤字に

なる見通しとなりました。（図表 4-2） 
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（図表 4-2 経常収支の見通し － 簡易水道） 

 

上水道と簡易水道を合算した水道事業会計全体で見ると、簡易水道の赤字が上水道の黒字で

カバーされ、当期純利益は黒字となり、経常収支比率は 100％を上回る水準で推移する見通し

となりました。また、料金回収率については、簡易水道は 100％を下回っていますが、上水道

が 120％を超えるため、全体で見ると 100％を超える見通しとなりました。（図表 4-3） 

 

（図表 4-3 経常収支の見通し － 合算） 
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(イ) 資本的収支 

資本的収入については、令和 2年度は他会計出資金および分担金を見込んでいますが、令和 3

年度以降は分担金のみ計上しました。資本的支出は主に建設改良費と企業債償還金です。 

建設改良費の財源は主に自主財源を予定しています。資本的収支不足は、消費税等資本的収支

調整額、損益勘定留保資金および積立金取崩額で補てんできる見込みです。 

 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目標 老朽化施設について、計画的に更新を進めます。 

 

投資・財政計画（収支計画）において計上した主な建設改良費は、管路の更新工事にかかる事

業費、浄水場の更新にかかる事業費などで、令和 2 年度から令和 11 年度までの 10 年間で総額

約 5.2億円かかる見込みです。 

 

（図表 4-3 経常収支の見通し － 合算） 
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② 収支計画のうち財源についての説明 

目標 

・経常収支比率 100％以上を維持します。 

・料金回収率を 100％以上とします。 

・適正な料金収入の確保を図り、自主財源による経営を維持します。 

 

(ア) 料金 

料金収入の積算方法については、２．将来の事業環境（３）料金収入の見通しで説明したとお

りです。 

 

(イ) 企業債 

計画期間において実施する事業の建設改良費は主に内部留保資金で賄える見込みであるため、

計画期間中に新たな企業債の発行は予定していません。 

 

(ウ) 国県補助金 

補助対象事業を予定していないため、国県補助金は見込んでいません。 

 

(エ) 繰入金 

従来から一般会計からの繰入金については、財政部局と調整のうえ、総務省が定める繰出基準

の範囲内で適切な額を確保する方針としています。収支計画においても、基準内繰入のみの計上

となっています。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

(ア) 職員給与費 

１人あたりの職員給与費に職員数を乗じて算定しています。１人あたりの職員給与費は平成

30年度の実績値に定期昇給率を加味しました。 

 

(イ) 動力費・薬品費 

平成 30年度の実績値から配水量１㎥当たりの単価を算出し、物価上昇率を加味して各年度の

配水量に乗じています。 
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(ウ) 委託料 

平成 30年度の実績から毎年発生する委託業務を抜き出し、物価上昇率を加味して計上しまし

た。その他に現時点で予定されている委託業務については、業務に係る委託料を見積もり、該当

年度に計上しています。 

 

(エ) その他維持管理費 

平成 30年度の実績値に物価上昇率を加味して算定しています。 

 

(オ) 減価償却費 

平成 30年度までに取得した資産の減価償却費は固定資産システムより推計しました。令和元

年度以降に取得予定の資産については、管路の更新にかかる事業費については償却期間 40年、

浄水場の更新にかかる事業費については償却期間 58年で減価償却費を算定しています。 

 

(カ) 支払利息 

平成 30年度までに発行した企業債に係る支払利息は償還スケジュールと約定利率を基に計上

しました。令和元年度以降の起債については、年利１%で算出しています。 

 

  



26 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の

取組の概要 

① 投資について検討状況等        

民間の資金・ノウハウ等の 

活用（PFI・DBOの導入等） 

現時点で PFI・DBOなどの民間活用手法の導入予定はありませ

ん。今後は、国や近隣自治体の動向を注視し、先行事例等を参考

に、どのような手法により経営を行うのが最善か、水供給の安

全性・安定性、危機管理体制の維持等も考慮しながら、調査検討

していきます。 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

 

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化 

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 

今後、施設・設備の更新を行う際は、将来の給水人口の推移や水

需要の予測に基づいた、適切な施設・設備の規模を把握し、ダウ

ンサイジングやスペックダウンなども考慮した中長期的な観点

の計画を策定し実行していきます。 

施設は、上水道・簡易水道のいずれも供用開始から相当年数が

経過し、老朽化している施設もあるため、優先度を勘案し、改

修、改築、耐震化を計画的に進めるとともに、更新時期に合わせ

て施設の効率化を図っていきます。 

施設・設備の長寿命化等の 

投 資 の 平 準 化 

経営比較分析において、経常収支比率や料金回収率は比較的

高い水準を維持してきましたが、本来実施すべきであった更新

投資を先送りにしてきたことが要因となっていることも否めま

せん。 

今後は、施設・設備の老朽化の進行度合いや耐震性能を考慮し

た上で、更新の優先順位を適切に定め、優先順位の高いものか

ら更新を行っていきます。 

また、長寿命化工事を行った方が全体のコストの削減ができ

るものについては、長寿命化を行うなど、ライフサイクルコス

トの削減ができるように定期的に計画の見直しを行います。 

広 域 化 

広域化については本町単独では行えないため、和歌山県や近

隣自治体の動向を注視し、広域化による費用対効果の検証など

を行い、今後の方向性を検討していきます。 

そ の 他 の 取 組 
施設・設備については、保守・点検を定期的に実施し、適切な

維持管理に努めます。 
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定期的な漏水調査を実施し、有収率の更なる向上のための効

果的な修繕を実施します。 

 

② 財源について検討状況等 

料 金 

投資・財政計画では、計画期間において料金改定は見込んでい

ません。簡水統合後も料金回収率は 100％を超えており、水供給

にかかる費用は料金で賄えている状況です。しかし、老朽化し

た施設設備や管の更新も行っていかなければならないため、今

後は減価償却費などの費用が増大することが予想されます。 

このため、料金体系については見直しを検討し、水道事業の健

全な運営を確保していきます。 

企 業 債 
更新投資等については、極力内部留保資金で行うこととし、企

業債の新たな発行は抑制します。 

繰 入 金 
今後も公営企業に求められている独立採算制の基本原則にの

っとって、可能な限り基準外繰入を受けずに経営を行います。 

 

③ 投資以外の経費についての検討状況等 

委 託 料 

従来から検針・徴収業務を民間委託していますが、今後も、民間

委託を行うことによる経済性と業務の効率性、さらには技術継承

の面などを考慮して、業務委託の範囲を検討していきます。 

また、委託料については、業務内容を勘案して適正な水準となっ

ているかの検証を行います。 

修 繕 費 
既存施設の定期的な保守点検を実施し、故障を未然に防ぐこと

により修繕費の抑制を図ります。 

動 力 費 
施設の更新を行う際には、ダウンサイジングやスペックダウン

することにより動力費の削減に努めます。 

職 員 給 与 費 業務内容を見直すことにより勤務時間の削減に努めます。 

そ の 他 の 取 組 
諸経費については、契約金額または購入金額の適正化に努めま

す。 
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５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

事後検証・更新については、PDCA サイクルの考え方を活用し、毎年度の進捗管理及び３年～

５年毎の検証・見直しに分けて以下のように実施します。 

 

（毎年度の進捗管理） 

 投資・財政計画における実績値の把握と計画との乖離を確認 

 著しい乖離がある場合には、その原因と対策を検討 

 経営指標を分析し、経営健全化に向けた状況把握と今後の取組の方向性を確認 

 

（３年～５年毎の検証・見直し） 

 投資・財政計画の実績推移の把握 

 計画値との乖離が大きい場合には、将来見通しの再評価 

 投資計画における内容の精査 

 新たな投資が必要な場合にはその財源についても再検証 

 経営指標の算定による経営状況の再評価及び必要に応じて新たな目標の設定 

 

Plan

「投資・財政

計画」の策定

Do

計画の実施

Check

計画と実績の

乖離を検証

Action

計画の見直し

と改善



 

 

 

別紙 

 

 

 

経営比較分析表（平成 30年度決算） 

◆ 水道事業 

◆ 簡易水道事業 

 

投資・財政計画（収支計画） 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

全体総括

　有形固定資産減価償却率は低く、経常収支比率は
比較的高くはあるが、人員不足や資金不足などによ
り、これまで必要な更新投資を先送りにしてきた傾
向がないとは言えない。令和2年度から簡水事業と
統合することを見据え、配水管の統合など町内全域
の水道事業を俯瞰的に検討していく必要がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率、料金回収率共に類似団体、全国よ
り比較的高く、現在のところ、健全性・効率性とも
良好であると言える。また、施設利用率については
ほぼ全国と同じであり、施設は有効に稼働している
と言える。
　しかし、近年は給水収益が減少気味で財政的に厳
しいなか、他にも老朽化が進む施設管路の対策が急
がれるため、今後経営がより厳しくなることが予想
される。
　また、令和2年度から簡易水道事業との統合を予
定している。本来は29年度からの予定だったが、簡
水の大規模施設整備事業の工期が31年度まで繰越さ
れるため統合も延期となった。この事業実施に伴い
約430,000千円の起債の借入が必要となり、統合時
には償還元利が簡水・上水合わせて約55,000千円と
なる見込みである。また、減価償却費は簡水・上水
合わせて約149,982千円（長期前受金分除く）にな
る見込みである。
　そのため統合時には経常収支比率などが下がり経
営の健全性はかなり低下すると予想される。統合後
の経営の基盤を強固にし安全安心な水を提供し続け
るため、早い時期からこれらのことを住民に周知の
上、料金の見直しを検討する必要がある。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は類似団体、全国より若
干低いが、毎年増加傾向にある。管路経年化率は平
成26年度から耐用年数を超える管路が発生し、類似
団体、全国を大きく上回っている。管路更新率は29
年度から若干減少している。管路の更新投資を計画
的に今後も進めていく必要がある。そのために、統
合を見据え簡水事業分も含めたアセットマネジメン
ト（資産管理）を平成28年度に策定し、両事業の資
産の更新投資計画を推進していきたいが、改修を要
する管路が多く活用しきれていない。

2. 老朽化の状況

－

- 80.10 56.35 1,664 7,171 14.70 487.82 【】

120.28 106.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置 12,804

経営比較分析表（平成30年度決算）
和歌山県　みなべ町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.65 2.07 1.46 1.60 1.34

平均値 0.56 0.65 0.46 0.44 0.52

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 138.70 137.14 130.83 138.61 125.20

平均値 107.20 106.62 107.95 104.47 103.81

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 34.89 35.23 35.97 35.81 37.14

平均値 46.12 47.44 48.30 45.14 45.85

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 66.04 64.65 63.35 62.23 62.07

平均値 9.86 11.16 12.43 13.58 14.13

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 13.46 12.59 12.44 16.40 25.66

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 996.41 779.20 665.19 1,091.75 548.43

平均値 434.72 416.14 371.89 293.23 300.14

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 209.85 201.85 189.85 238.81 233.37

平均値 495.76 487.22 483.11 542.30 566.65

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 143.29 141.41 132.70 141.62 125.62

平均値 93.66 92.76 93.28 87.51 84.77

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 85.39 87.20 94.46 89.35 100.73

平均値 208.21 208.67 208.29 218.42 227.27

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 63.11 62.41 63.55 49.84 51.21

平均値 49.22 49.08 49.32 50.24 50.29

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 87.99 88.75 87.96 86.81 82.74

平均値 79.48 79.30 79.34 78.65 77.73

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.83】 【1.05】 【261.93】 【270.46】

【89.92】【60.27】【167.11】【103.91】

【48.85】 【17.80】 【0.70】



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

全体総括

　経営の健全性、効率性、また管路等の状況につい
ては、有収率も比較的高く、維持管理的に現在のと
ころ問題は無いが、人口の減少他で給水収益が横ば
い、または減少傾向にあることは今後財源の確保に
ついて料金改定も見据えた検討課題が残るところが
ある。平成27年度から平成31年度にかけて耐震更新
を伴う施設再編事業を実施し、令和2年度から上水
道事業と統合後も、町内全域の水道事業を俯瞰的に
検討整備する必要がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率、料金回収率共に類似団体より高く
現在のところは、健全性は良好であると言える。施
設利用率が低いのは、一日計画配水量に含む営農用
の使用水量が当初計画見込みより減少してきた事が
主な原因と考えられる。施設的には有収率は高いこ
とより、有効に稼働していると言える。近年、給水
収益の横ばい、もしくは減少傾向である上、施設の
老朽が進み維持管理費が増大してきている。また、
耐震化にむけた施設更新が急務となってきている。
令和2年度から上水道事業との統合を予定してい
る。本来上水道との統合は平成29年度からの計画予
定であったが、簡易水道再編推進事業と他事業との
関係で工期が平成31年度まで延期し、統合も延期と
なっている。この事業実施のため約430,000千円の
起債の借入が必要となり、統合時には、償還元利が
簡水、上水合わせて約55,000千円（長期前受金分除
く）になる見込みである。
　統合時は上水道事業の経常収支比率などが下がり
経営健全性はかなり低下すると予想される。統合後
の経営基盤を強固なものにし安全安心な水を供給し
続けるためにも、早い時期、住民周知の上、料金の
見直し検討の必要がある。

2. 老朽化の状況について

　管路更新率は平成26年度から比べると、増加して
きており、平成28年度から平均値を上回っている。
しかし、今後耐用年数を超えた管路が増加してくる
中、基幹施設及び重要施設を早急に、計画に沿って
耐震性を備えた更新投資を行っていく必要がある。
上水道、簡易水道統合を見据えた、両事業統合の資
産更新計画を推進する予定である。

2. 老朽化の状況

－

- 該当数値なし 43.38 1,664 5,520 15.70 351.59 【】

120.28 106.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D2 非設置 12,804

経営比較分析表（平成30年度決算）
和歌山県　みなべ町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.41 0.66 0.99 1.49 1.47

平均値 0.98 0.76 0.80 0.96 0.65

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 102.68 107.80 123.28 117.67 107.18

平均値 75.09 75.34 76.65 73.96 75.01

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 423.98 452.82 541.76 668.35 766.66

平均値 1,228.58 1,280.18 1,346.23 1,295.06 1,168.70

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 97.35 101.95 115.39 106.05 95.18

平均値 53.81 53.62 53.41 53.29 53.59

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 117.51 111.56 100.27 108.45 119.88

平均値 284.65 287.70 277.40 259.02 259.79

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 48.68 27.44 28.01 26.83 26.74

平均値 58.96 58.10 56.19 56.65 56.41

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 95.49 94.71 93.81 95.52 95.06

平均値 76.58 76.69 77.18 76.13 75.12

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【75.60】 【1,074.14】

【73.77】【55.95】【296.40】【54.36】

【0.54】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

※　令和2年度より、簡易水道事業を上水道事業に統合するため、令和2年度以降は旧簡易水道事業の数値を含んでいます。 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 Ｈ30年度 R1年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 142,708 141,438 210,257 209,434 208,603 208,330 206,935 206,125 205,365 205,144 203,825 203,051
(1) 139,392 138,344 207,163 206,340 205,509 205,236 203,841 203,031 202,271 202,050 200,731 199,957
(2) (B) 967
(3) 2,349 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094 3,094
２． 15,960 14,586 88,093 88,773 88,022 86,337 85,608 85,113 83,652 82,616 81,700 80,302
(1) 1,620 200 2,985 2,806 2,619 2,421 2,216 2,023 1,849 1,708 1,576 1,450

1,620 200 2,985 2,806 2,619 2,421 2,216 2,023 1,849 1,708 1,576 1,450

(2) 14,312 14,386 85,108 85,967 85,403 83,916 83,392 83,090 81,803 80,908 80,124 78,852
(3) 28

(C) 158,668 156,024 298,350 298,207 296,625 294,667 292,543 291,238 289,017 287,760 285,525 283,353
１． 121,542 114,219 269,134 266,181 266,779 263,560 263,696 264,518 264,356 264,443 263,493 260,944
(1) 29,743 30,041 44,249 44,692 45,140 45,591 46,046 46,507 46,973 47,441 47,916 48,396

17,157 17,329 24,085 24,326 24,570 24,815 25,063 25,314 25,567 25,822 26,081 26,342

12,586 12,712 20,164 20,366 20,570 20,776 20,983 21,193 21,406 21,619 21,835 22,054
(2) 41,449 33,623 70,091 66,030 66,165 66,383 66,436 66,575 66,724 66,953 67,019 67,165

14,917 14,971 28,058 28,056 28,051 28,123 28,039 28,036 28,041 28,121 28,047 28,048
4,790 4,814 12,864 12,928 12,992 13,057 13,123 13,189 13,255 13,321 13,388 13,455
395 397 929 934 939 944 949 954 959 964 969 974

21,347 13,441 28,240 24,112 24,183 24,259 24,325 24,396 24,469 24,547 24,615 24,688
(3) 50,061 50,076 154,315 154,980 154,995 151,107 150,735 150,957 150,180 149,570 148,079 144,904
(4) 289 479 479 479 479 479 479 479 479 479 479 479
２． 5,187 4,751 12,022 11,288 10,560 9,887 9,219 8,688 8,153 7,681 7,224 6,775
(1) 5,067 4,751 12,022 11,288 10,560 9,887 9,219 8,688 8,153 7,681 7,224 6,775
(2) 120

(D) 126,729 118,970 281,156 277,469 277,339 273,447 272,915 273,206 272,509 272,124 270,717 267,719
(E) 31,939 37,054 17,194 20,738 19,286 21,220 19,628 18,032 16,508 15,636 14,808 15,634
(F) 418
(G) 319
(H) 99

32,038 37,054 17,194 20,738 19,286 21,220 19,628 18,032 16,508 15,636 14,808 15,634
(I) 60,773 68,912 43,194 45,738 39,286 46,220 40,628 53,032 46,508 35,636 34,808 35,634
(J) 368,141 362,945 386,066 375,293 365,427 349,231 334,526 315,079 296,656 286,889 281,925 280,901

13,387 13,286 14,322 14,279 14,235 14,229 14,147 14,104 14,064 14,062 13,982 13,942
(K) 67,126 67,183 151,858 150,078 155,941 153,010 156,680 154,642 145,399 139,061 134,044 134,500

16,145 16,202 50,877 49,097 54,960 52,029 55,699 53,661 44,418 38,080 33,063 33,519

48,395 48,395 98,395 98,395 98,395 98,395 98,395 98,395 98,395 98,395 98,395 98,395
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 141,741 141,438 210,257 209,434 208,603 208,330 206,935 206,125 205,365 205,144 203,825 203,051

(N)

(O)

(P) 138,425 138,344 207,163 206,340 205,509 205,236 203,841 203,031 202,271 202,050 200,731 199,957

健全化法第 22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

地方財政法施行令第 15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益

修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

そ の 他
営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

R11年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

長 期 前 受 金 戻 入

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

※　令和2年度より、簡易水道事業を上水道事業に統合するため、令和2年度以降は旧簡易水道事業の数値を含んでいます。 （単位：千円）

年　　　　　度 Ｈ30年度 R1年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

１． 55,000

２． 15,148

３．

４．

５．

６．

７．

８． 7,108 27,947 39,537

９． 353 161 1,871 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(A) 7,461 83,108 56,556 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(B)

(C) 7,461 83,108 56,556 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

１． 61,573 145,382 91,580 51,126 51,126 51,126 51,126 51,126 51,126 51,126 51,126 51,126

２． 14,608 16,145 44,684 50,877 49,097 54,960 52,029 55,699 53,661 44,418 38,080 33,063

３．

４．

５．

(D) 76,181 161,527 136,264 102,003 100,223 106,086 103,155 106,825 104,787 95,544 89,206 84,189

(E) 68,720 78,419 79,708 101,003 99,223 105,086 102,155 105,825 103,787 94,544 88,206 83,189

１． 36,038 35,706 45,653 71,458 74,678 75,541 76,610 66,280 69,242 69,999 63,661 58,644

２．

３． 28,735 31,858 26,000 25,000 20,000 25,000 21,000 35,000 30,000 20,000 20,000 20,000

４．

５． 3,947 10,855 8,055 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545

(F) 68,720 78,419 79,708 101,003 99,223 105,086 102,155 105,825 103,787 94,544 88,206 83,189

(G)

(H) 325,305 364,160 981,576 930,699 881,602 826,642 774,613 718,914 665,253 620,835 582,755 549,692

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 Ｈ30年度 R1年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （決算見込）

3,280 2,200 4,985 4,806 4,619 4,421 4,216 4,023 3,849 3,708 3,576 3,450

3,280 2,200 4,985 4,806 4,619 4,421 4,216 4,023 3,849 3,708 3,576 3,450

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R8年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

R11年度R10年度R9年度

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

積 立 金 取 り く ず し 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

計

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

R11年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

工 事 負 担 金

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度


